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Ⅱ  災害への備え    

１  関係機関・団体等との平常時からの連携  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) 企業・ボランティア等との連携  

 

 

 

 

 

②  迅速なボランティア受入体制確立に向けた連携  

大規模広域災害発生時には、被災地において災害ボランティアのニーズ

が生じることとなるため、それらのニーズに迅速に対応できるよう、構成

団体は平常時から各府県の社会福祉協議会、ボランティア・ NPO との連携

体制を確立する。  

Ⅱ  災害への備え    

１  関係機関・団体等との平常時からの連携   

(4) 広域応援制度の調整主体との連携  

阪神・淡路大震災後の平成８年７月に全国知事会の「全国都道府県におけ

る災害時等の広域応援に関する協定」が締結されたが、近年では平成 26 年

４月に政令指定都市市長会の「広域・大規模災害時における政令指定都市市

長会行動計画」が、平成 30 年３月には、総務省により全国一元的な応援職員

派遣の仕組みとして「被災市区町村応援職員確保システム」が構築されるな

ど、カウンターパート方式による大規模災害時の広域応援制度が整備されて

いる。  

広域連合では、これらの制度と整合性をとって円滑な広域応援を実施する

ため、平時からこれら制度の調整主体と連携する。なお、政令指定都市市長

会とは、構成政令市を通じて連携する。  

 

(5) 市町村との連携  

被災地の災害対応業務では、避難所の開設・運営に続いて、被害認定、罹

災証明書の発行、被災者台帳の作成、応急仮設住宅の建設等、被害者の生活

再建支援が主要な業務となる。  

これらを円滑に応援するためには、これらの業務を専門とする市町村と連

携した支援が不可欠であることから、構成府県は平時から管内市町村と連携

をしておく。  

［被災市町村への応援要請の規定整備］  

都道府県が他の都道府県に対し、管内の被災市町村への応援を求める

ことや、応援を求められた都道府県が地域内の市町村に被災市町村の応

援を求めることについては、東日本大震災後の平成 24 年６月に改正され

た災害対策基本法では、内閣総理大臣を介した応援の要求の場合以外は

規定が設けられていなかったが、平成 30 年６月の災害対策基本法改正で

は都道府県が直接他の都道府県に応援を求める場合にも規定整備が行わ

れた。  

 

 

 (8) 企業・ボランティア等との連携  

②  企業防災の推進  

構成団体は、中小企業等における防災・減災対策の普及を推進するため、

商工会・商工会議所等と連携して事業継続力強化支援計画の策定に努める。 

広域連合は、各構成団体と連携し、企業等の BCP の策定を支援する。  

 

③  迅速なボランティア受入体制確立に向けた連携  

大規模広域災害発生時には、被災地において災害ボランティアのニーズ

が生じることとなるため、それらのニーズに迅速に対応できるよう、構成

団体は平常時から各府県の社会福祉協議会、日本赤十字社、ボランティア・

NPO、中間支援組織との連携体制を確立するとともに、平常時の登録、災害

関西防災・減災プラン（地震・津波災害対策編）改訂案  新旧対照表  資料３－１  
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２  防災・減災事業の展開    

(1)  災害対応体制の整備  

③  救援物資の備蓄、集積・配送体制の構築  

イ  基幹的物資拠点（ 0 次拠点）の設定  

広域連合は、被災府県の広域物資拠点が被災により、使用不能に陥った

場合、又は、広域防災拠点が不足する場合に、府県域を超え、被災した広

域物資拠点の機能を補完するため、大規模かつ物流機能が充実している施

設及び民間物流拠点を基幹的物資拠点（以下、「 0 次拠点」という。）とし

て位置づける。  

広域連合は、0 次拠点の候補地として、三木総合防災公園（兵庫県）及

び山城総合運動公園（京都府）を選定し、０次拠点を設置するときの手順

をまとめた「基幹的物資拠点（０次拠点）運用マニュアル」の作成を検討

する。  

広域連合及び各構成団体は、関西広域応援訓練等により 0 次拠点の設

置手順等の確認・検証を行い、緊急物資を円滑に供給する能力向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時の活動調整、被災者ニーズ等の情報共有等について意見交換を行う情報

共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。  

また、構成団体は、市町村が NPO や社会福祉協議会等関係機関との間で、

災害廃棄物等の撤去等にかかる連絡体制を構築するとともに、災害廃棄物

の分別・排出方法等について、速やかに広報・周知できるよう支援に努め

る。  

 

 

３  防災・減災事業の展開  

(1) 災害対応体制の整備  

③  救援物資の備蓄、集積・配送体制の構築  

イ  基幹的物資拠点（０次拠点）の設定  

広域連合は、被災府県の広域物資拠点が被災により、使用不能に陥った

場合、又は、広域防災拠点が不足する場合に、府県域を越え、被災した広

域物資拠点の機能を補完するため、大規模かつ物流機能が充実している施

設及び民間物流拠点を基幹的物資拠点（以下、「０次拠点」という。）とし

て位置づける。  

広域連合は、三木総合防災公園（兵庫県）及び山城総合運動公園（京都

府）を０次拠点の候補地としているが、実際の設定にあたっては、０次拠

点を設置するときの手順をまとめた「基幹的物資拠点（０次拠点）運用マ

ニュアル」に基づき実施する。  

広域連合及び各構成団体は、関西広域応援訓練等により０次拠点の設

置手順等の確認・検証を行い、緊急物資を円滑に供給する能力向上を図る。 

 

⑥  医療提供体制の整備  

ア  救急医療提供体制の整備  

構成府県は、被災地域における医療活動を実施するため、ＤＭＡＴ（災

害派遣医療チーム）やＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）等の整備に

努める。また、被災地域の医療機関や、医療救護所等に医薬品等を提供

するため、医薬品等の確保・供給体制を整備する。  

広域連合及び構成府県は、被災地においてＤＭＡＴ活動を中心とする

「超急性期医療」から、医療救護チーム等による診療支援など「急性期

から慢性期」への移行を円滑に進めるため、「災害医療コーディネーター」

の養成に努める。  

広域連合は、災害医療セミナー等の実施により、各府県のコーディネ

ーター間の連携強化を図る。  

広域連合及び構成府県は、災害時のドクターヘリの運用体制の構築を

通じて、救急医療活動等の支援体制の整備に努める。  

 

イ  医療機関における災害対応体制の整備  

構成府県は、災害時に医療機関において継続的に医療が提供され、ま

た早期に診療機能が回復されるよう、災害拠点病院をはじめとする医療

機関に対し、業務継続計画（ＢＣＰ）の作成を働きかけるとともに、災
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⑥  帰宅困難者支援体制の整備  

広域連合は、大規模広域災害が発生し、交通機関の運行が停止した際に、

帰宅が困難になった住民を支援するため、平常時から必要な情報の共有化を

図り、災害時に適切かつ迅速な対応がとれるよう体制整備を図る。  
 

ア  基本方針  

帰宅困難者が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、混雑による集団転倒や火

災、沿道建物からの落下物等により死傷する可能性があるとともに、救助・

救急活動や緊急輸送活動などの応急対策活動が妨げられるおそれもある

ことから、広域連合は、構成団体及び連携県と連携して、一斉徒歩帰宅者

の発生を抑制するため、「むやみに移動を開始しない」という基本原則を

周知徹底する。  

また、助ける側として可能な範囲で地域における「共助」の活動を促進

するとともに、帰宅者が無事に帰ることができるように、コンビニエンス

ストア等の協力を得て、トイレ、水道水等の提供など徒歩帰宅支援を行う。 

さらに鉄道の代替として、バス、船舶による輸送が円滑に実施できるよ

う、関係機関との情報伝達や運行調整などを行う枠組の構築を図る。  

なお、具体的な対策については、広域連合や構成団体、連携県、事業者

及び関係機関が連携して検討を行い、帰宅支援のガイドラインを作成する

など、実効性のある帰宅困難者支援の仕組みづくりを行う。  

 

イ  道路・鉄道情報共有の仕組みの確立と啓発  

広域連合は、構成団体及び連携県と連携して主要幹線道路の情報・鉄道

の運行状況を関係機関で情報共有する仕組みを確立するとともに、府県民

にこれらの情報入手方法についての普及啓発を図る。  

害拠点病院間の連携強化及び情報共有体制が構築されるよう必要な支援

を行う。  

また、食料、飲料水、医薬品等の備蓄について働きかけるとともに、

優先的に供給するための体制の整備に努める。  

 

⑦  保健医療活動体制の整備  

ア  保健医療調整本部体制の整備  

構成府県は、災害時の保健医療活動に関する活動を総合的に調整する

ため、保健医療調整本部の体制を整備する。  

また、被災府県が設置する同本部への業務支援を行うため、ＤＨＥＡ

Ｔ（災害時健康危機管理支援チーム）の構成員の人材育成と資質の維持

向上に努める。  

 

イ  避難所等における保健医療提供体制の整備  

構成府県は、避難所等における保健医療活動を実施するため、医師、

歯科医師、保健師、管理栄養士、歯科衛生士及び薬剤師等による支援チ

ームの整備に努めるとともに、人材育成と資質の維持向上を図る。  

 

 

⑨  帰宅困難者支援体制の整備  

大規模広域災害が発生し、交通機関の運行停止等により帰宅が困難になっ

た住民が発生した場合、一斉帰宅によるトラブルが発生する可能性がある。 

広域連合では、これらのトラブルを未然に防ぐため、構成団体及び連携県

と連携して、一斉帰宅の抑制、ターミナル駅周辺等の混乱防止、一時退避場

所・一時滞在施設の確保、帰宅支援、帰宅困難者等への情報提供等の体制整

備に努める。  
 

ア  一斉帰宅の抑制  

広域連合及び構成団体は、関係機関と連携して、災害時における一斉帰

宅の抑制などの周知・呼びかけを行うとともに、企業等が発災時間帯別で

取るべき行動、施設内待機等を盛り込んだ計画策定や、施設内待機のため

の備蓄整備等が進むよう働きかける。また、災害時には、速やかな情報発

信ができるよう、あらかじめ定型文例等を定めておく。  
 

イ  ターミナル駅周辺等の混乱防止、一時退避場所・一時滞在施設の確保  

市町村は、「駅前滞留者対策協議会」を設置・運営し、ターミナル駅周

辺等の混乱防止に向けた取組を推進するとともに、一時退避場所及び一時

滞在施設の確保に努める。  

 

ウ  帰宅支援  

広域連合は、広域的に営業するチェーン店、企業、団体等と協定を締結

し、災害時帰宅支援ステーションの確保に努めるとともに、発災時、徒歩

帰宅者にステーションの開設状況を周知する。  

構成団体は、徒歩帰宅ルートの沿道自治体及び事業所と連携し、当該道
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ウ  災害時帰宅支援ステーション事業の推進  

広域連合は、構成団体及び連携県と連携して災害時に帰宅困難者を支援

するため、コンビニエンスストアや外食店において水道水やトイレ及び通

行可能な道路情報を提供する「災害時帰宅支援ステーション事業」を推進

し、帰宅困難者支援体制を充実する。  

また、構成団体及び連携県は、災害時に災害時帰宅支援ステーションが

利用できるよう、訓練等を通じた徒歩帰宅者の支援体制を充実する。  

 

エ  支援情報等の提供方策の検討  

広域連合は、構成団体及び連携県と連携して災害時帰宅支援ステーショ

ンなどの支援情報や交通情報等をエリアメール、ホームページや携帯サイ

トなどを活用して府県民に対し、提供する仕組みについて検討を進める。 
 

オ  帰宅困難者対策の普及・啓発活動  

災害発生直後、企業等では、従業員等がむやみに移動を開始して二次災

害が発生することを防止するため、従業員等を留めおくことなどを行う必

要がある。  

このため、広域連合は構成団体及び連携県と連携して、以下のことにつ

いて普及啓発を行う。  
・  むやみに移動を開始することは避ける  
・  徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確

認  
・ 災害用伝言ダイヤルの活用、携帯電話災害用伝言板、Web171 等複数の安

否確認手段があること  
・  事業所等が従業員等を留めおくための備蓄の促進  
・  事業所等における災害時の行動計画の策定  
・  これらを確認するための訓練による検証  

 

カ  事業所等への要請  

広域連合は、構成団体及び連携県と連携して事業所に対して、交通機関

の運行が停止した際に従業員を待機させること、及び建物の耐震化、備蓄

などについて働きかける。  

また、帰宅困難者を収容するため、大規模店舗及び大学等に協力を求

め、協定の締結を検討する。  

 

キ  観光客等への支援  

広域連合は、構成団体及び連携県と連携して観光協会、旅行会社やホテ

ル・旅館業者等と共に、観光客等に災害時の的確な行動について周知・広

報に努める。  

また、観光客への情報提供や安全な場所への誘導等を円滑に実施するた

め、広域連合は構成団体及び連携県と連携し、ホテル・旅館業者及び旅行

社との間で協定を締結するなど連携体制の整備に努める。  

さらに、外国人観光客に適切な情報を提供するため、広域連合は構成団

体、及び連携県と連携し、外国人支援を行う NPO や語学ボランティアの協

路を活用した徒歩帰宅訓練を実施する。  
 

エ  帰宅困難者等への情報提供  

広域連合及び構成団体は、関係機関と連携して帰宅困難者等に対して

的確に情報提供が行えるよう、情報提供体制の構築に努める。  

また、構成団体は、防災部門にとどまらず、観光部門、国際部門と連携

し、訪日外国人を含む観光客への支援体制を構築する。  
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力を得る仕組みの構築に努める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 防災基盤整備・防災まちづくり等の促進  

 ①  防災基盤施設の整備促進  

   広域連合及び構成団体は、関西全体としての防災力の向上を図るため、防

災基盤施設・設備の整備を推進・促進する。  
 

ア   地震防災緊急事業五箇年計画の推進  

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成７年６月地震防災対策特別措

置法が制定され、各都道府県において、平成 27年度まで４次にわたる地

震防災緊急事業五箇年計画が策定され、地震防災上重要な施設等の整備

が推進されてきた。平成 28年度からは、第５次計画の策定が進められて

いる。  

構成府県は、緊急輸送道路をはじめとする道路、公共施設の耐震化、

海岸・河川施設、砂防・治山施設、ライフライン関係施設、備蓄関係施

設、農地・農業用施設等、地震防災上緊急を要する施設など、第５次計

画に盛り込んだ内容の整備を実施し、防災力のさらなる向上に努める。  

 

○   津波被害を軽減するための対策について  

（地震・津波に強いまちづくり）  

（中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する

専門調査会報告 H23.9」より )  

□  多重防護と施設整備  

津波による浸水被害を軽減し、避難のためのリードタイムを長くするた

め、粘り強い海岸保全施設等や多重防護としての道路盛土等交通インフラ

の活用による二線堤を整備する。  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑪  災害廃棄物処理対策  

構成府県は、市町村が行う災害廃棄物対策に対する技術的な援助を行うと

ともに、災害廃棄物処理に関する事務の一部を実施（地方自治法第 252 条の

14）する場合における廃棄物の処理体制、民間事業者等との連携・協力のあ

り方等について、災害廃棄物処理計画に具体的に示す。  

市町村は、十分な大きさの仮置き場、最終処分場の確保に努めるとともに、
構成府県は、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に
一定程度の余裕を持たせるとともに、処理施設の能力を維持し、災害時にお
ける廃棄物処理能力の多重性や代替性の確保を図る。  

 

 

(7) 防災基盤整備・防災まちづくり等の促進  

 ①  防災基盤施設の整備促進  

ア  地震防災上重要な施設等の整備  

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて制定された地震防災対策特別措置

法に基づき、各都道府県において、これまで５次にわたる地震防災緊急

事業五箇年計画が策定され、地震防災上重要な施設等の整備が推進され

てきた。  

構成府県は、地震防災緊急事業五箇年計画等を踏まえ、緊急輸送道路

をはじめとする道路、公共施設の耐震化、海岸・河川施設、砂防・治山

施設、ライフライン関係施設、備蓄関係施設、農地・農業用施設等の防

災基盤施設の整備を推進し、防災力のさらなる向上に努める。  

イ  津波防災地域づくりの推進  

構成団体は、最大クラスの津波に対して住民等の生命を守ることを最

優先として、海岸保全施設等の整備、内陸部での浸水を防止する津波防

護施設の整備、土地の嵩上げ、避難場所等の整備等に加え、警戒避難体

制の整備、土地利用・建築制限等、ハード・ソフトの施策を組み合わせ

た多重防護の地域づくりを進める。  
 
（防災基盤整備事業の体系）  

区 分  法 律 名  事 業 内 容  特 例 措 置  

地 震

対 策  

地 震 防 災 対 策 特

別 措 置 法

（ H 7）  

 

都 道 府 県 の 「 地 震 防 災 緊 急 事 業 五 箇 年

計 画 」 に 基 づ く 事 業  

① 避 難 地 、 避 難 路  

② 消 防 用 施 設 、 消 防 活 動 困 難 区 域 解 消

の 道 路  

③ 緊 急 輸 送 確 保 の 道 路・施 設 、共 同 溝 等  

④ 公 的 医 療 機 関 、社 会 福 祉 施 設 、公 立 小

中 学 校 、 不 特 定 多 数 者 利 用 公 的 建 造

物 等 の 耐 震 改 修  

⑤ 津 波 避 難 確 保 の 海 岸 保 全 施 設 ・ 河 川

【 国 の 負 担 補 助 の 特 例 等 】  

以 下 に 係 る 国 庫 補 助 率 の 嵩 上 げ  

・ 消 防 用 施 設  

・へ き 地 診 療 所 、社 会 福 祉 施 設 、公

立 小 中 学 校 等 の 耐 震 改 修  

・防 災 行 政 無 線 設 備 、井 戸 等 、自 家

発 電 設 備 、備 蓄 倉 庫 、負 傷 者 救 護

設 備  
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管 理 施 設  

⑥ 砂 防 設 備・保 安 施 設・地 す べ り 防 止 施

設 ・ 急 傾 斜 地 崩 壊 防 止 施 設 、 た め 池  

⑦ 地 域 防 災 拠 点 、防 災 行 政 無 線 設 備 、井

戸 等・自 家 発 電 設 備 、備 蓄 倉 庫 、負 傷

者 救 護 設 備  

⑧ 老 朽 住 宅 密 集 市 街 地 の 地 震 防 災 対 策  

南 海 ト ラ フ 地 震

防 災 対 策 特 別 措

置 法 （ H 14）  

 

 

都 道 府 県 、 市 町 村 の 「 防 災 対 策 推 進 計

画 」 に 基 づ く 地 震 防 災 上 緊 急 に 整 備 す

べ き 施 設 等 の 整 備  

① ～ ④ ・ ⑥ ・ ⑦ は 上 と 同 じ  

⑤ に 加 え 、 津 波 防 護 施 設 の 整 備  

⑧ 石 油 コ ン ビ ナ ー ト 等 特 別 防 災 区 域 の

公 共 空 地  

財 政 上 、 金 融 上 の 配 慮  

津 波

対 策  

津 波 避 難 対 策 特 別 強 化 地 域 内 の 市 町 村

に よ る「 津 波 避 難 対 策 緊 急 事 業 計 画 」に

基 づ く 事 業  

① 避 難 場 所 、 避 難 経 路 の 整 備  

② 集 団 移 転 促 進 事 業  

③ 要 配 慮 者 利 用 施 設 の 移 転  

【 国 の 負 担 補 助 の 特 例 等 】  

・避 難 場 所 、避 難 経 路 の 整 備 に 係 る

国 庫 補 助 率 の 嵩 上 げ  

【 集 団 移 転 促 進 事 業 に 係 る 特 例 措

置 】  

・ 農 地 転 用 許 可 要 件 の 緩 和  

・ 住 宅 団 地 の 取 得 造 成 費 が 譲 渡 対

価 を 上 回 る 部 分 を 補 助 対 象  

・ 国 土 利 用 計 画 法 等 に よ る 協 議 等

の 際 の 配 慮  

・ 施 設 除 却 に 地 方 債 充 当  

津 波 対 策 推 進 法

（ H2 3）  

都 道 府 県 、 市 町 村 に よ る 津 波 避 難 施 設

等 の 整 備  

財 政 上 ・ 税 制 上 の 措 置 の 検 討  

津 波 防 災 地 域 づ

く り 法 （ H2 3）  

 

市 町 村 の 「 津 波 防 災 地 域 づ く り 推 進 計

画 」 に 基 づ く 事 業  

・ 海 岸 保 全 施 設 等 の 整 備  

・ 市 街 地 整 備 改 善 の 事 業  

・ 津 波 避 難 確 保 施 設 の 整 備 ・ 管 理  

・ 集 団 移 転 事 業  

・ 地 籍 調 査 の 実 施  

・ 津 波 防 災 地 域 づ く り の た め の 民 間 活

力 の 活 用  

【 推 進 計 画 区 域 内 の 特 例 】  

・ 土 地 区 画 整 理 事 業 の 申 出 換 地 の

特 例 （ 津 波 防 災 住 宅 等 建 設 区 の

創 設 ）  

・ 津 波 災 害 警 戒 区 域 内 の 津 波 避 難

施 設 の 容 積 率 規 制 の 緩 和  

・ 都 道 府 県 が 集 団 移 転 促 進 事 業 計

画 の 策 定 主 体 に な る こ と も 可  

・ 都 道 府 県 又 は 市 町 村 に よ る 津 波 防 護

施 設 の 管 理  

新 設 ・ 改 良 に 要 す る 経 費 の 補 助  
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Ⅲ  災害への対応  

１  初動シナリオ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ  災害への対応  

１  初動シナリオ  

 (4)南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の対応  

南海トラフ全体が動いて発生する巨大地震が突発的に発生した場合の対策に

万全を期す必要があるが、南海トラフ沿いで大規模地震につながる可能性のあ

る異常な現象が発生した場合の対応は以下のとおりである。  

①  気象庁による情報発表  

南海トラフ沿いで M6.8 相当度以上の地震が発生する等の異常な現象が観

測された場合、最短約 30 分後に気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（調査

中）」が発表される。  

その後、気象庁に開設した南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会にお

ける評価を踏まえて、最短約２時間後に「南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震警戒）」、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」、「南海トラフ地震臨

時情報（調査終了）」の情報が発表される。  

 

②  防災対応  

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の発表があったときは、国の緊

急災害対策本部長（内閣総理大臣）から、南海トラフ地震防災対策推進地域

を有する都道府県知事及び市町村長に対し、後発地震に対する警戒措置をと

るべき旨が指示される。  

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の発表があったときは、国から

南海トラフ地震防災対策推進地域の国民に対して、後発地震に対する注意措

置をとるべき旨の呼びかけが行われる。  

南海トラフ地震防災対策推進地域を有する構成団体は、気象庁から発表さ

れた情報に応じ、国の指示等を踏まえて求められる対応をとる。  

広域連合は、国や各構成団体等から情報収集を行い、参与会議等により情

報共有を図った上で、南海トラフ地震防災対策推進地域において下表の対応

をとる。  

なお、南海トラフ地震の様々な発生パターンに応じた対応については、平

成 28 年３月に策定した「南海トラフ地震応急対応マニュアル」を今後改訂

していく。  

発表情報  南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）  

南海トラフ地震臨時情報  

（巨大地震注意）  

異常現象  半割れケース  一部割れケース  ゆっくりすべり  

求 め ら れ る

対応  

 

巨大地震警戒対応  

（一週間）  

巨大地震注意対応  

（一週間）  

巨大地震注意対応  

（すべりが収まった

と評価されるまで）  

・事前避難対象地域（※）

の住民は避難  

・高齢者等事前避難対象の

要配慮者は避難、それ以

外 の 者 は 避 難 準 備 を 整

え、状況に応じて自主的

・ 日 頃 か ら の 地 震

へ の 備 え を 再 確

認する  

・ 必 要 に 応 じ て 自

主 的 に 避 難     

等  

・ 日 頃 か ら の 地 震 へ

の 備 え を 再 確 認 す

る  等  
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２  応援・受援シナリオ  

2-4 応援要員の派遣・受入調整  

(1) 被災府県の対応  

①  応援要請  

被災府県は、災害対策の内容・事務量等から人的応援の必要性について判

断し、応援府県又は広域連合に応援を要請する。また、災害対応体制確立後

の応援要請については、職種ごとの概算人員の算定を行う。  

 

 

に避難  

・日頃からの地震への備え

を再確認する  

 

（一週間経過後、巨大地震

注意対応をとる。）  

広 域 連 合 の

対応  

・後発地震に備えた広域応

援・受援体制の構築  

・事前避難対象地域に該当

し、避難所等を開設した

府 県 か ら の 要 請 に 基 づ

く支援  

・府県民に対し、家具の固

定、避難場所・避難経路

の確認、家庭での備蓄の

確 認 な ど 今 後 の 備 え に

ついて呼びかけ  

 

・府県民に対し、家

具 の 固 定 、 避 難

場 所 ・ 避 難 経 路

の 確 認 、 家 庭 で

の 備 蓄 の 確 認 な

ど 今 後 の 備 え に

ついて呼びかけ  

・府県民に対し、家具

の固定、避難場所・

避 難 経 路 の 確 認 、

家 庭 で の 備 蓄 の 確

認 な ど 今 後 の 備 え

について呼びかけ  

※津波浸水想定区域から避難可能範囲を除いた地域。住民全員が避難する住民事

前避難対象地域と、要配慮者のみ避難を行う高齢者等事前避難対象地域があ

る。  

出展：「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（平

成 31 年３月）」内閣府  

 

③  巨大地震警戒対応における避難方法  

最初の地震に伴う大津波警報又は津波警報が解除され、津波注意報に切り替

わった後、市町村は、高齢者等事前避難対象地域には、「避難準備・高齢者等避

難開始」を、住民事前避難対象地域には「避難勧告」等を発令し、要配慮者や

住民は避難を継続する。  

事前避難対象地域の住民等は、大津波警報又は津波警報によって指定緊急避

難場所へ避難しているため、津波注意報に切り替わった時点以降、避難場所か

ら避難所へ移動を開始することが基本となる。  

 
 

２  応援・受援シナリオ  

2-4 応援要員の派遣・受入調整  

 (1) 被災構成府県の対応  

①  応援要請  

被災構成府県は、災害対策の内容・事務量等から人的応援の必要性につい

て判断し、被災府県内の応援体制のみでは対応できない時は、応援団体又は

広域連合に応援を要請する。なお、災害対応体制確立後の応援要請について

は、職種ごとの概算人員の算定を行う。  

また、被災構成府県は、広域連合と調整し、必要に応じて被災市区町村応
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②  応援職員の受け入れ  

被災府県は、応援職員への業務の割当についての現地支援本部等との調

整、執務スペースの提供及び応援の交代要員への引き継ぎ方法の確立等応援

職員の受入体制の整備に努める。また、必要に応じて応援要員の宿舎等の確

保を行う。  

 

③  被災市町村への派遣  

被災府県は、被災市町村から情報収集のために職員を派遣する。  

また、被災府県は、必要応じて甚大な被害を受けた被災市町村の災害対応

の支援を行う職員を派遣するとともに、他の自治体からの応援職員の派遣調

整を行い、適切に応援職員が配置されるよう調整する。  

 

 (2) 広域連合・応援府県の対応  

①  要員調整班の設置  

広域連合は、応援要員に関し広域応援の必要がある場合は、災害対策（支

援）本部事務局に要員調整班を設置する。要員調整班は、被災地のニーズに

沿った迅速な応援職員の派遣が実施されるよう、構成団体・連携県、国、全

国知事会等との間で調整する。  

 

②   応援要員の派遣調整  

応援府県は、被災府県からの応援要員の派遣要請に基づき、若しくは自ら

必要と判断した場合には、要員を派遣する。  

また、広域連合は、被災府県が先の災害で職員を他圏域に派遣している場

合は、当該職員を戻し、代替職員の派遣を全国知事会等に求める。  

 

 

 

 

③  国・関係機関等との連絡・調整  

応援府県は、自府県のみでは派遣に必要な要員の確保が困難な場合は、広

域連合を通じ、他の構成団体及び連携県、協定等を締結している他ブロック、

国、全国知事会などと連絡・調整を行い、必要な要員の確保を行う。  

なお、この場合において、カウンターパート方式により同一府県を応援す

る府県との連携・調整を優先する。  

 

 

 

④   応援実績の報告  

応援府県は、派遣実績について、広域連合に報告するとともに、広域連合

は、その情報をとりまとめて定期的に公表する。  

援職員確保システムにより被災市区町村を支援するため、総務省に応援を要

請する。  

 

②  応援職員の受け入れ  

被災構成府県は、応援職員への業務の割当についての現地支援本部等との

調整、執務スペースの提供及び応援の交代要員への引き継ぎ方法の確立等応

援職員の受入体制の整備に努める。また、必要に応じて応援要員の宿舎等の

確保を行う。  

 

③  被災市町村への派遣  

被災構成府県は、情報収集のために被災市町村へ職員を派遣する。  

また、被災構成府県は、必要に応じて甚大な被害を受けた被災市町村の災

害対応の支援を行う職員を派遣するとともに、他の自治体からの応援職員も

含めて、適切に職員が配置されるよう調整する。  

 

(2) 広域連合・応援団体の対応  

①  要員調整班の設置  

広域連合は、広域応援のため応援要員を派遣する必要がある場合は、災害

対策（支援）本部事務局に要員調整班を設置する。要員調整班は、被災地の

ニーズに沿った迅速な応援要員の派遣が実施されるよう、構成団体・連携県、

国、全国知事会等との間で調整する。  

 

②  応援要員の派遣調整  

応援構成団体は、被災府県からの応援要員の派遣要請に基づき、若しくは

自ら必要と判断した場合には、要員を派遣する。なお、カウンターパート方

式により同一被災構成団体を担当する応援構成団体が複数ある場合は、幹事

府県が中心となり、応援要員の派遣について十分な調整を行うものとする。 

また、被災団体が先の災害で要員を他圏域に派遣しており、自らの災害対

応のために当該要員を自団体に戻す場合、広域連合は、代替要員の派遣につ

いて構成団体・連携県、国等と調整する。  

 

③  国・関係機関等との連絡・調整  

応援団体は、自府県の又は同一被災団体を応援するカウンターパート内の

みでは派遣に必要な要員の確保が困難な場合は、広域連合に必要な要員の確

保を要請する。  

広域連合は、他の構成団体及び連携県、協定等を締結している他ブロック

と連絡・調整を行い、派遣に必要な要員を確保する。  

また、被災市区町村応援職員確保システムによる応援職員の派遣等が行わ

れる場合、広域連合は、現地調整会議に参加し、必要な調整を行う。  
 

④  応援実績の報告  

応援団体は、派遣実績について、広域連合に報告するとともに、広域連合

は、その情報をとりまとめて定期的に公表する。  
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2-6 ボランティアの活動促進  

(1) 被災府県の対応  

③  災害ボランティアセンターの立ち上げ・ボランティア受入表明  

被災府県は、社会福祉協議会等と連携して、直ちに災害ボランティアセ

ンターを立ち上げ、府県内外からのボランティアの受入を表明するととも

に、被災市町村に対し災害ボランティアセンターの設置及びボランティア

受入を行うよう働きかける。  

災害ボランティアセンターの運営にあたっては、社会福祉協議会、 NPO、

企業、生活協同組合及び全国ボランティア組織等との連携に努める。  

府県災害ボランティアセンターでは、ボランティアの募集にかかる広報

やボランティア資機材の需給調整等を行う。  

なお、ボランティアの安全管理の徹底に十分留意する。  

  

 

 

2-7 帰宅困難者への支援  

公共交通機関の被災や運行停止により、大都市の都心部では自力で帰宅できな

い、いわゆる帰宅困難者が大量に発生する。  

広域連合は、被災府県の行うメッセージの発出や災害時帰宅支援ステーション

の展開を支援する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、カウンターパート方式により同一被災団体を担当する応援団体が複

数ある場合は、幹事府県が派遣実績をとりまとめ、広域連合に報告する。  

 

 

2-7 ボランティアの活動促進  

(1) 被災構成府県の対応  

③  災害ボランティアセンターの立ち上げ・ボランティア受入表明  

被災構成府県は、社会福祉協議会等と連携して、直ちに災害ボランティ

アセンターを立ち上げ、府県内外からのボランティアの受入を表明すると

ともに、被災市町村に対し災害ボランティアセンターの設置及びボランテ

ィア受入を行うよう働きかける。  

災害ボランティアセンターの運営にあたっては、社会福祉協議会、日本

赤十字社、NPO、企業、生活協同組合、全国ボランティア組織及び中間支援

組織等との連携に努める。  

府県災害ボランティアセンターでは、ボランティアの募集にかかる広報

やボランティア資機材の確保等を行う。  

なお、ボランティアの安全及び健康管理の徹底に十分留意する。  

  

 

2-8 帰宅困難者への支援  

大規模地震が発生し、公共交通機関が運行停止すると、都心部において多数の

帰宅困難者等が発生する。  

発災直後から帰宅困難者が解消するまでの一連の対策を示すと以下のとおり

である。  
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＜帰宅困難者への対応＞  

 発災     １ｈ       ２４ｈ       ７２ｈ  

想

定

さ

れ

る

外

出

者

の

行

動 ○  タ ーミ ナ ル 駅 周辺 や 繁 華街 等 で 多 くの 人 が 滞留  

○  安 全 な 場 所を 求 め て移 動  

○  被 害 状 況 の確 認 ・ 家族 の 安 否 確認  

○  徒 歩 帰 宅 の準 備 （ 情報 入 手 、 飲料 水 等 の調 達 ）  

○  帰 宅  

必

要

と

さ

れ

る

対
策 

○  駅 構内 等 の 情 報提 供 ・ 落ち 着 い た 対応 の 呼 びか け  

○  滞 留 者 を 安全 な 場 所へ 誘 導  

○  災 害 用 伝 言ダ イ ヤ ル等 の 運 用 開始  

○  災 害 時 帰 宅 支 援 ス テ ー シ ョ ン 協 定 事 業 者 に 支 援 依 頼  

○  徒 歩 帰 宅 が 困 難 な 者 、 観 光 客 の 誘 導 ・ 一 時 受 入 要 請  

○  帰宅 支 援  
 

 

 

 

 

 

（ 1）被災府県の対応  

①  メッセージの発出  

被災府県は、帰宅困難者や観光客に対して、無理に帰宅をせず、落ち着

いた対応を求めるメッセージの発出をホームページやプレスリリースを通

じて行う。  

 

②  交通情報等の提供  

被災府県は、交通情報等について、可能な範囲でホームページを通じて

情報提供を行うよう努める。  

 

③  災害時帰宅支援ステーションの展開  

被災府県は、災害時における帰宅困難者支援に関する協定書に基づき、

帰宅支援ステーション協定事業者に対して、帰宅支援サービスの提供の実

施を要請する。  

 

④  ホテル・旅館業者等に対する観光客への情報提供の要請等  

被災府県は、管内のホテル・旅館業者、旅行業者に対して、必要に応じ

観光客への情報提供や安全な場所への誘導、さらに可能な場合には一時受

け入れを要請する。  

 また、被災府県は、外国人支援を行う NPO や語学ボランティアに通訳等

の協力を要請する。  

 

(2) 広域連合の対応  

＜大規模地震発生時の帰宅困難者対策の流れ＞  

 

(1) 一斉帰宅の抑制  

広域連合は構成団体と連携し、帰宅困難者に対して、 SNS やホームページ、

プレスリリースを用いて、発災時間帯別にとるべき行動やむやみに移動を開始

せず、落ち着いた行動をとるよう呼びかける。  

 

(2)ターミナル駅周辺等の混乱防止、一時退避場所、一時滞在施設の確保  

構成府県は、市町村と連携し、「駅前滞留者対策協議会」の「地域の行動ルー

ル」に基づき、ターミナル駅周辺等の混乱を防止する。また、広域連合及び構

成団体は、行き場のない滞留者が避難所等に立ち寄った場合には、一時退避場

所、一時滞在施設の開設に関する情報を提供するなど、支援協力を市町村へ呼

びかける。さらに、構成府県は市町村と連携し、防災活動に必要な情報の提供

や滞留者の避難・誘導を行うための防災資機材の整備などを行う。  

 

(3)帰宅支援  

構成団体は、「災害における帰宅困難者支援に関する協定書」に基づき、協

定締結事業者に支援の協力要請を行う .広域連合は、災害時帰宅支援ステーシ

ョンの開設状況を協定締結事業者などから収集し、構成団体及び徒歩帰宅者へ

情報提供する。  

 

(4)帰宅困難者等への情報提供  

広域連合及び構成団体は、関係機関と連携して帰宅困難者等に対して的確に

情報提供を行う。  
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      広域連合は、被災府県と連携して必要な広報等を行うほか、災害時帰宅支援

ステーションの展開において、必要に応じて、事業者との連絡調整を行う。  

 

 

2-8 広域的な災害廃棄物処理の調整  

災害により大量に発生し、復旧・復興を阻害する廃棄物を早期に処理するため、

広域連合は、運搬・処分・活用等について、必要に応じ構成団体間の調整を行う。 

(1) 被災府県の対応  

①  被災市町村の支援  

災害により発生した膨大な量の災害廃棄物の処理を迅速かつ適切に実施

するため、市町村又は市町村間の連携のみでは処理することが困難な場合

は、被災府県は市町村のニーズに応じて必要な支援を行う。また、市町村か

ら事務委託の要請を受けた場合は、被災府県が市町村に代わって災害廃棄物

を処理する。  

 

②  応援要請  

被災府県は、自府県で対応ができない場合、広域連合に対して、災害廃棄

物の撤去・処分等の支援を要請する。  

 

(2) 広域連合の対応  

広域連合は、被災府県に協力して、災害廃棄物の処分、輸送手段の確保、再

資源化について、必要に応じて、構成団体・連携県間の調整を行う。  

①   処分  

災害廃棄物の仮置き場及び最終処分場の場所等  

 

②   輸送手段  

運搬車両等の輸送手段  

 

③  再資源化  

地盤嵩上げ、防潮堤整備などの土木資材としての活用等  

 

外国人観光客に対しては、多言語による災害情報の発信や交通機関の運行情

報の発信等を行う。  

 

 

2-9 広域的な災害廃棄物処理の調整  

被災市町村は、災害廃棄物の発生量を推計した上で事前に策定しておいた災

害廃棄物処理計画等に基づき、仮置き場、最終処分場を確保し、構成府県は、必

要に応じて広域処理を行うこと等により、災害廃棄物の円滑かつ迅速な処理を

図る。また、災害廃棄物処理施設については、電力供給や熱供給等の拠点とし

ての活用にも努める。  

被災市町村は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業

者、建設業者等との連携体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の

地方公共団体に協力要請を行う。  

 


